
基本施策 市街地・住環境 

施策の内容 
（小施策） 

計画的な土地利用 
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本市では、これまで土地区画整理事業による市街地の基盤整備を進
め、市街化区域への人口の定住化を進めてきました。それに伴い、人口
は増加し、82.5％の市民がアンケート調査で「住みやすい」と評価し
ています。また、刈谷駅周辺は、再開発事業により都市機能の一定の集
約化を実現し、それに呼応した商店街の活動によって、中心市街地とし
ての賑わいも創出され始めました。

一方、全国的な人口動態とは異なり、本市では今後も人口増加が見込
まれる中で、既成市街地の居住環境の高質化、まちなか居住の促進など、
地域の活性化に資する住宅や住環境の整備を進める必要があります。

また、まちづくりにおいては、エネルギーの大量消費により成り立っ
てきたこれまでの都市構造を再構築し、地球環境にも配慮し、将来にわ
たり誰もが安心して暮らすことができる取組みが求められています。

そのためには、都市における生活や活動は、
それを取り巻く自然環境に支えられていること
を再認識し、環境と共生した住環境を創出して
いくことが重要です。その過程では、行政のみ
ならず多様な主体が連携することが重要であ
り、相互に協力できるような支援を行うことが
必要です。こうしたことにより、都市の隅々に
新たな活力を生み出し、誰もが安心して快適に
生活できる魅力あふれるまちをめざします。

現

状

と

課

題

め
ざ
す
姿
（
生
活
像
）・
目
標
指
標

用
語
解
説

■ＤＩＤ地区……Densely Inhabited District の略で、人口集中地区のこと。原則、国勢調査
において、人口密度が 40 人 /ha 以上の調査区が集合し、合計人口が 5,000 人以上となる
統計地域。

■ワークショップ……参加者が専門家の助言を得ながら問題解決のために行う研究集会。
■ユニバーサルデザイン……できる限り、すべての人が使いやすい製品・環境をデザインする

こと。
■緑被率……任意の地域や地区における緑被地（樹木・芝・草花などで覆われた土地の部分）

の占める割合。地域の緑化や環境計画の策定を図る上で、重要な指標である。

第３次刈谷市都市計画マスタープラン
2011 年〜 2020 年

第２次刈谷市緑の基本計画
2011 年〜 2020 年

刈谷市住宅マスタープラン
2006 年〜 2012 年

刈谷市中心市街地活性化基本計画
2000 年 3 月 策  定

1-1
市街地

住環境

関連計画

めざす姿　〜まちの状態〜 現状値
目標値

2015 年 2020 年

●都市環境と自然環境が調和した、
魅力ある住みよいまちになってい
ます。

●地域の特性や規模に見合った都市
機能が集積しています。

刈谷駅周辺が活気や魅力があると思
う市民の割合

49.3% 55% 65%

市街化区域ＤＩＤ地区の人口密度

56.5 人
/ha

58.3 人
/ha

59.1 人
/ha

めざす姿　〜市民の暮らし〜 現状値
目標値

2015 年 2020 年

●誰もが不安なく快適に生活してい
ます。

●自分たちのまちをより良くしよう
と、自分たちで考え、活動してい
ます。

快適で便利な住環境が整備されてい
ると思う市民の割合

74.7% 77% 80%

まちづくりに関するワークショップ
実施数

６か所 ７か所 ８か所
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１) 計画的な土地利用 2013 2016 2020

①
刈谷駅周辺は、賑わいあふれる都市の中心拠点として、土地の高度 ･ 有効利
用を誘導します。他の交通結節点を中心とする地域は、日常生活に必要な機
能の集約を図ります。

② 新たな土地利用の実現にあたっては、市民のまちづくり意識の醸成や合意形
成の促進に向けた自主的な取組みを支援します。

③ 市内への定住の促進や人口増加に対応した居住機能を確保するため、既存イ
ンフラの有効活用と交通利便性の高い地区に、新たな住宅地を創出します。

④ 本市の特長であるものづくりを支えるため、広域交通体系へのアクセス利便
性の高い地区に、新たな工業地を創出します。

⑤ 地域の特性や日常生活の利便性向上の観点から、都市の再生や土地利用を誘
導する用途地域の見直しに努めます。

２) 市街地の整備・改善 2013 2016 2020

① 中心市街地は、民間活力も活用し、環境と防災安全性に優れた活力と魅力あ
ふれるまちとして整備を進めます。

② 基盤未整備地区では、土地区画整理事業や地区計画制度などを活用した基盤
整備を進めます。

③ ハード ･ ソフトの両面からユニバーサルデザインを推進します。

３) 住環境の充実 2013 2016 2020

① 防災安全上問題のある既成市街地では、民間活力の活用により宅地建物の共
同化を促進し、防災性に優れた良好な住環境の整備を進めます。

② 市営住宅の整備や改修などを進め、入居者の居住性を高めます。

③ 一定の規制を行うことにより、地域環境と調和し、防災性に優れた住宅や宅
地供給を誘導します。

④ 既成市街地内の住工混在地区は、今後の社会経済情勢や都市機能の整備状況
に応じて、土地利用の純化に努めます。

⑤ 墓地の需要を把握するとともに、地域の特性や周辺環境に配慮した整備を推
進します。

４) まちなみ ･景観の充実 2013 2016 2020

① 景観法による景観計画を策定し、良好な景観資源の保全や活用と、新たな魅
力ある景観づくりを進めます。

② 道路、公園、河川、公共建築物などの都市施設や公共施設整備にあたっては、
地域景観の誘導指針となるような整備を推進します。

③ 景観意識の普及、啓発に努め、自主的な取組みを支援し、安全で快適な住環
境整備を促進します。

④
都市生活にうるおいとやすらぎを与え、住みやすい市街地を形成するため、
既成市街地や新たな居住系市街地では、敷地内の緑被率を高めるための支援
を推進します。

施　

策　

の　

内　

容

共
存
・
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
考
え
方

　市民がまちづくりについて主体的に考え、話し合う土壌づくりを行政が支援します。地域住
民の参加や協働意識を高め、ワークショップなどにより意見や提案を把握し、施策や事業の実
施にあたります。

▼
　
基
本
方
針
１
　
都
市
と
自
然
が
織
り
な
す
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
　
▼
　
市
街
地
・
住
環
境

市民の役割

自分たちのまちをよ
り良くするため、自
分たちで考え、行動
す る こ と に 努 め ま
す。

団体・事業者などの役割

団体の目的に沿って、市民や地域の
取組みに助言を行い、まちづくりの
取組みに参加します。

行政の役割

市街地・住環境の整備に努
めるとともに、市民の主体
的な取組みに対して、財政
的 ･ 人的な支援を行います。

自　　助 互　　助 公　　助

総
　
論

基
本
構
想

基
本
計
画
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①

②

③

④

⑤

11 /33 9 /33

8 /33 8 /33

523 496 187

506 △ 497 362 △ 827

299 △ 229

都市整備部長
小施策
責任者

とりまとめ課 まちづくり推進課

関係課 企画政策課

実績値 目標値

23年度 24年度 25年度 26年度 32年度

56.5（17年度） 57.9（22年度） ― 58.3 59.1

6 6 6

△ 280

めざす姿
(生活像)

まちの
状態

都市環境と自然環境が調和した、魅力ある住みよいま
ちになっています。

地域の特性や規模に見合った都市機能が集積していま
す。

市民の
暮らし

誰もが不安なく快適に生活しています。

自分たちのまちをより良くしようと、自分たちで考
え、活動しています。

3.85

848 269 87 △ 496

平　均 3.69 3.71

3.89

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

年

平成26年度　刈谷市小施策評価シート

基本施策 11 市街地住環境

施策の内容
(小施策)

111 計画的な土地利用

小施策の
項目

刈谷駅周辺は、賑わいあふれる都市の中心拠点として、土地の高度・有効利用を誘導しま
す。他の交通結節点を中心とする地域は、日常生活に必要な機能の集約を図ります。

新たな土地利用の実現にあたっては、市民のまちづくり意識の醸成や合意形成の促進に向
けた自主的な取組みを支援します。

市内への定住の促進や人口増加に対応した居住機能を確保するため、既存インフラの有効
活用と交通利便性の高い地区に、新たな住宅地を創出します。

本市の特長であるものづくりを支えるため、広域交通体系へのアクセス利便性の高い地区
に、新たな工業地を創出します。

地域の特性や日常生活の利便向上の観点から、都市の再生や土地利用を誘導する用途地域
の見直しに努めます。

区分 22年度 24年度

1
良好な市街地や住環
境の整備

重
要
度

ポイント

順　位

目標指標の
達成状況

指標名称 単位

活動
指標

まちづくりに関するワークショップ実施数 か所

順　位

満
足
度

ポイント 3.22 3.30

平　均 3.09 3.15

成果
指標

刈谷駅周辺が活気や魅力があると思う市民の割合 %

市街化区域ＤＩＤ地区の人口密度 人／ha

市　政　に
対　す　る
市民の評価

満足度・重要度評価項目

7

49.3（22年度） 58.6 ― 55.0 65.0

快適で便利な住環境が整備されていると思う市民の割合 % 74.7（22年度） 78.5 ― 77.0 80.0

8

備　　考

　優良再開発型優良建築物等整備事業：市街地環境の整備、市街地住宅の供給等を総合的に促進する国が示す補
助制度であり、主として、市街地の再開発を目的とした事業である。
　
　実施地区：県内における平成26年3月３１日までの完了地区（※名古屋市２９地区）

3 1 1 1 7 2

比較項目 優良再開発型優良建築物等整備事業の実施地区 単位 地区

刈谷市 岡崎市 豊田市 東海市 豊橋市 北名古屋市

13 279 △371

7.3

刈谷市 安城市

備　　考

　　　西三河５市における増加人口推移（人）　※各年1月～12月中

平成20年 1,189

刈谷市 安城市

H21～H25計 2,558 4,309 788 1,542 △ 2,203

1,052 13 279 △ 371

1,853

他市町村
との

比較検証

比較項目 増加人口（平成25年） 単位 人

刈谷市 安城市 知立市

知立市 高浜市 碧南市

比較項目 市街化区域面積に対する住工混在の恐れがある用途地域（準工業地域）の割合 単位 ％

高浜市 碧南市

890

　各市：準工業地域面積（ha）／市街化区域面積（ha）　※平成24.3.31現在
　刈谷市：171／2,347
　安城市：107／2,154
　知立市：58／1,080.8
　高浜市：330／1,017.5
　碧南市：390／2,117

1,052

平成25年

284

14

587

783

890

949 159

954 844 515

準工業地域： 主に軽工業の工場やサービス施設などが立地する地域である。この用途地域は、危険性、環境
悪化の大きい工場のほかは、ほとんどが建てることができることから、住宅と工場などが混在
している。または、住工混在の恐れがある地域である。

知立市 高浜市 碧南市

5.0 5.3 32.4 18.4

備　　考

Ａ Ｂ

ＤＣ

1

2 3

4

5

6

7

8

9

10

11

12
13

14

15

16

17

18

19

20

21

2223

24

25

2627

28

29

30

31

32

33

3.10

3.30

3.50

3.70

3.90

4.10

4.30

2.60 2.80 3.00 3.20 3.40 3.60 3.80 4.00 4.20

重要度平均

3.71

満足度平均

3.15

重
要
度

満足度

１ 
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平成26年度　刈谷市小施策評価シート

●小施策を構成する事務事業

必
要
性

効
率
性

妥
当
性

貢
献
度

1 P6
高
い

普
通

高
い

高
い

2 P8
高
い

普
通

高
い

高
い

3 P10 ― ― ― ―

4 P11 ― ― ― ―

5 P12
高
い

高
い

高
い

普
通

6 P14
高
い

普
通

高
い

高
い

7 P16
高
い

普
通

高
い

普
通

Ⅴ Ⅱ Ⅰ

Ⅵ Ⅲ

《注意事項》 Ⅶ Ⅳ

　「小施策を構成する事務事業」「成果」「現状分析と課題」「今後の方向性」 Ⅷ

に掲載されている①～⑤は、前ページ上部の「小施策の項目①～⑤」に対応 Ⅸ

Ⅹ

無 縮小 維持 拡充

事業
№

事務事業名

投入コスト（単位：千円）

まちづくり推進課

まちづくり推進課

まちづくり推進課

まちづくり推進課

9,979

事務事業評価（25年度決算）

予算対応
の考え方

担当課24年度
（決算）

方
向
性

― ―

― 78,504 149,032 現状維持 Ⅲ

5,136 ― 休止・廃止 Ⅹ

― ― 108,367 ― ―

構成事務事業数 7

②
③
④

今後の
方向性

現状分析
と課題

①
②
⑤

②
③
④

①
②
⑤

②
③
④

①
②
⑤

　まちなかにある工場移転を誘導することにより住工混在の解消と施策の実現に向けた用地の創出を図り、住環境の向上とあわせ
て産業活力の維持発展を図るとともに移転後の用地に対し地区計画等による計画的な土地利用の誘導や平面駐車場などで実施され
る高度・有効利用に寄与する民間開発を積極的に支援していく。さらに、引き続き、まちづくりを推進する団体を支援し、行政と
連携することによりまちの魅力を高め、まちなか居住を促進していく。

成果

　成果指標の「刈谷駅周辺が活気や魅力があると思う市民の割合」は上昇しており、これは刈谷駅周辺において、再開発事業など
により都市機能の一定の集約が図られ、それに呼応した商店街などの活動により、賑わいが創出されたことによるものと考えられ
る。
　しかし、刈谷駅周辺の市街地中心部は、地区計画等により計画的な土地利用の誘導が図られている地区があるものの、依然とし
て、住工が混在し住環境と工場の操業環境の改善が必要な地区や土地の高度・有効利用が図られていない地区が存在している。本
市の住工混在の恐れがある用途地域は安城市、知立市と比較しても割合が高い。
　成果指標の達成には、住工混在の解消とともに生活に必要な機能の集約や既成市街地の土地の高度・有効利用の誘導をするため
の用地が必要である。さらに、活気や魅力の向上には市民が主体的にまちづくりに参加できる環境づくりが必要である。

　本市の人口は、全国で人口が減少しているなか、リーマンショック後のＨ21～Ｈ25の5年間においても、約2,600人増加して
おり、今後も堅調な産業基盤に支えられ増加が見込まれている。一方で、既成市街地の開発可能な用地は少なく、増加する人口分
の住宅地を創出できない状況である。このような状況で、増加する人口の定住化を促進し、市外への流出を防ぐためには、新たな
住宅地の創出が必要である。
　また、住工が混在した地区などにある老朽化・耐震化対策や事業拡大をしたい企業は、市内にまとまった工業地がないことか
ら、市外への流出が危惧される。本市の経済活力を支える産業の持続的な維持発展と中心市街地の移転希望企業のために移転用地
として、一団のまとまった新たな工業地の創出が必要である。

予算対応の考え方

投入コスト
合　計

23,615 102,415 294,168

方
向
性

《予算対応の考え方》

拡　充

現状維持

　新しい住宅地と工業地の創出は、市外への人口流出や企業流出を防ぐため早期実現が望まれるが、権利者との合意形成や農政部
局などの様々な関係機関との調整が必要であり、長期の時間が必要である。そこで、区域を分割するなど早期実現を視点に検討を
していく。また、合意形成に向けては、他市の事例を参考に取り組んでいく。

　刈谷駅南口周辺において、平成2４年度に地区計画を策定するとともに用途地域を変更することにより民間開発の誘導を図り、
平成２５年度は、民間事業者に南桜町地区優良建築物等整備事業（刈谷市4地区目）で支援し、賑わいあふれる都市の中心拠点と
して、土地の高度・有効利用の誘導と都市の再生に対して取り組むことができた。
　また、市民が主体となったまちづくりの取組みとして、まちづくりを推進する団体に対し、行政手続きの支援や取組みに対する
提案及び補助金を交付することにより、活動を活性化させることができた。

　都市計画マスタープランで位置付けている新たな住宅地や工業地の検討地区において、国が示すガイドラインに沿って庁内関係
部署と連携し、事業実施の判断や合意形成に必要な事業計画の検討をすることができた。

25年度
（決算）

26年度
（当初）

完了 ― まちづくり推進課

休止・廃止

改善・効率化

縮　小

終期設定

まちづくり推進課

3,208 現状維持 Ⅲ まちづくり推進課

16,529 現状維持 Ⅲ

3,564

6,500 4,012

7,136 11,199

―

― ―

―

17,032

①②⑤
南桜町地区優良建築物等整備事業

①②⑤
市街地整備促進事業
（平成26年度から事業No.3、No.4へ移行）

①②⑤
銀座ＡＢ地区整備事業

①②⑤
東陽町地区優良建築物等整備事業

①②⑤
都市再生整備計画検討調査事業

②③④
拡大市街地整備事業

①③④⑤
都市計画基礎調査事業

（

頁
数
）
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化

度

成果 施行箇所の前面

係

道路における通行者数

8

（人／12時間 ― 4,

4

400 ― ― 5,900

8

指標 ）
活動 建物建設によって増加する人口（人） ― ― ― ― 310
指標

・刈谷市において、4地区目の実施となる。
他市との ・県内における事業完了地区数（平成26年3月31日現在）
比較検証 　刈谷市3　豊田市1　岡崎市1　東海市1　北名古屋市2　豊橋市7　名古屋市29　計7市44地区

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 76,400 147,200 合計 76,400,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 57,300 110,400 交付金 76,400,000 円

一般財源 0 0 19,100 36,800

職員人件費　② 0 0 2,104 1,832

総事業費（①＋②） 0 0 78,504 149,032

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 540,000 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 76,400 社会資本整備総合交付金（国
）、市街地再開発事業等補助

２７年度以降の事業費見込 316,400 金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

　

市環境

基本施策 市街地

刈

・住環境
施策体系

施策

谷

の内容 計画的な土地利

市

用

目
　
　
　
的

　市の玄

事

関口としてふさわしい

務

安全で快適な

主
た
る
内

事

容

○民間事業者が行う

業

優良建築物等に対する

評

補
ゆとりある駅前空間

価

の整備と、商業・業務

シ

施 助
設と良好な市街地

ー

住宅を整備することで

ト

、駅 ・補助内容：共同

（

施設整備費の2/3
前

様

の活気と賑わいづくり

式

、まちなか居住の推 ・

１

施行箇所：刈谷市南桜

）

町一丁目
進、定住人口

会

の増加を図る。 ・事業

計

区域面積：約0.33

名

ha
・延床面積：約1

担

9,600㎡
・建物構

当

造：ＲＣ造　地上23

部

階
・建物構成：商業・

都

業務（1階～4階）、

市

　住宅（5～23階）

整

、住宅戸数：129戸

備

・完成予定：平成28

部

年8月

位
置
づ
け

関連計

一

画 都市計画マスタープ

般

ラン、住宅マスタープ

会

ラン、中心市街地活性

計

化基本計画

根拠法令 刈

南

谷市優良再開発型優良

桜

建築物等整備事業補助

町

金交付要綱

対象者 事業

地

者 事業期間 平成２５年

区

度 ～ 平成２８年度

実施

優

方法 □直営　□委託　

良

□指定管理　■補助・

建

助成　□その他

築物等整備事業
担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

課

年度実績 ２４年度実績

ま

２５年度実績 ２６年度

ち

計画

　 　 調査設計、土

づ

地整備、建築工 調査設

く

計、土地整備、建築工

り

　 　 事（共同施設）に

推

対し補助金 事（共同施

進

設）に対し補助金
　 　

課

を交付 を交付
　 　
　　

款

　――――――― 　　

項

　―――――――

　補

目

助金を交付し、建築工

担

事を順調に進捗させる

当

ことができた。

成果

(

係

できたこと)

　関係機

ま

関との協議に時間を要

ち

した。
課題

(できなか

な

 

 ったこと)

指標名

か

称（単位）
実績値 目標

活

値

２３年度 ２４年度 ２

性

５年度 ２６年度 ２８年

-6-



係

8 4 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　有効

平

高度利用により供給さ

成

れる住宅による、まち

２

なか居
・法的業務

高い

６

住のニーズは高い。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

　

要である　など

　まち

刈

づくりの早期実現に向

谷

けては、権利者、関係

市

者と共
・コストの節減

事

、費用対効果
普通

に効

務

率的に進めることが必

事

要である。
効率性 ・執

業

行体制の効率性
・手段

評

の最適性　など

　総合

価

計画、都市計画マスタ

シ

ープランに位置付けら

ー

れた本
・市が主体とな

ト

って実施する
高い

市の

（

目指すべき都市構造を

様

実現するために必要性

式

の高い事
妥当性 　べき

２

事業であるか 業である

）

。また、まちづくりを

会

円滑に進めるには、ま

計

ちづ
・総合計画との整

名

合性　など くりの情報

担

提供や専門知識など、

当

市の主体的な関与が必

部

要
である。
　本市の目

都

指すべきまちづくりの

市

方向性に合致した事業

整

計

施策への ・施策への

備

貢献度
高い

画を検討す

部

ることは施策への貢献

一

度が高い。
・目標達成

般

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

南

状維持　□改善・効率

桜

化　□縮小　□終期設

町

定　□休止・廃止

　本

地

市が目指す将来のまち

区

づくりの方向性を見据

優

え、市の玄関口として

良

ふさわしい安全で快適

建

なゆとりある駅前空間

築

に、良好な市街地住宅

物

を整備することで、駅

等

前の活気と賑わいを作

整

り、まちなか居住の推

備

進と定住人口の増加を

事

図る
。

業
担当

Ｃ

課

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

　

ま

Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　
∨

ちづくり推進課

款 項 目 担当係 まちなか活性化

-7-



る必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 勉強会、懇談会の開催回数（回） 2 3 2 2 2
指標
成果 民間活力を活用した整備促進地区数　（地区） 3 3 4 5 6
指標

　刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,421 4,674 2,331 0 合計 2,331,000 円
委託料 2,331,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 8,421 4,674 2,331 0

職員人件費　② 9,332 5,305 2,805 0

総事業費（①＋②） 17,753 9,979 5,136 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 市街地

谷

の整備・改善

目
　
　
　

市

的

　中心市街地内の課

事

題地区を再整備し、活

務

性

主
た
る
内
容

○既成市

事

街地内の整序に向けて

業

、地元関係者
化と賑わ

評

いのあるまちづくりを

価

進める。 及び権利者と

シ

の合意形成を促進
○市

ー

街地整備計画案の作成

ト

位
置
づ
け

関連計画 都市

（

計画マスタープラン、

様

住宅マスタープラン、

式

中心市街地活性化基本

１

計画

根拠法令

対象者 地

）

元関係者、権利者 事業

会

期間 平成２２年度 ～ 平

計

成２５年度

実施方法 ■

名

直営　■委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 都市整備部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２３年度実

計

績 ２４年度実績 ２５年

市

度実績 ２６年度計画

・

街

再生に有効な具体的な

地

事業 ・施設整備計画及

整

び公共施設 ・地権者へ

備

の事業説明と同意 ・銀

促

座ＡＢ地区整備事業へ

進

移
　手法等の検討 　整

事

備計画の検討 　の確認

業

　行
・事業化に向けた

担

権利者の組 ・民間活力

当

による事業手法の ・公

課

益施設の需要調査 ・東

ま

陽町地区優良建築物等

ち

整
　織づくりの検討 　

づ

検討 ・関係部局との調

く

整 　備事業へ移行
・商

り

業事業者への意向調査

推

の ・銀座ＡＢ地区の事

進

業範囲を
　実施 　確定

課

・事業提案公募条件及

款

び公募 ・公募型プロポ

項

ーザルの募集
　要綱素

目

案の作成 　要領案策定

担

・事業概要について、

当

地権者と概ね同意を得

係

ることができた。

成果

ま

・公益施設の需要調査

ち

及び関係部局との調整

な

を行い、必要な施設を

か

選定することができた

活

。

(できたこと) ・公

性

募型プロポーザルの募

化

集要項案を策定した。

係

・今後においても事業

8

推進のため、地元との

4

合意形成を図る必要が

8

ある。
課題

・引き続き関係部局との調整を図

-8-



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　有効高度利用によ

平

り供給される住宅によ

成

る、まちなか居
・法的

２

業務
高い

住のニーズは

６

高い。
必要性 ・市民ニ

年

ーズ、社会需要
・市民

度

生活上必要である　な

　

ど

　まちづくりの早期

刈

実現に向けては、権利

谷

者、関係者と共
・コス

市

トの節減、費用対効果

事

普通
に効率的に進める

務

ことが必要である。
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性
・手段の最適性　な

評

ど

　総合計画、都市計

価

画マスタープランに位

シ

置付けられた本
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
市の目指すべき都

（

市構造を実現するため

様

に必要性の高い事
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

業である。
・総合計画

）

との整合性　など 　ま

会

た、まちづくりを円滑

計

に進めるには、まちづ

名

くりの情
報提供や専門

担

知識など、市の主体的

当

な関与が必要である。

部

　本市の目指すべきま

都

ちづくりの方向性に合

市

致した事業計

施策への

整

・施策への貢献度
高い

備

画を検討することは施

部

策への貢献度が高い。

一

・目標達成度
貢献度 ・

般

市民サービスへの効果

会

　など

今後の方向性 □

計

拡充　□現状維持　□

市

改善・効率化　□縮小

街

　□終期設定　■休止

地

・廃止

　平成26年度

整

から銀座ＡＢ地区整備

備

事業及び東陽町地区優

促

良建築物等整備事業へ

進

移行し、本市が目指す

事

将来のまちづ
くりの方

業

向性を見据え、関係権

担

利者との合意形成を図

当

り、民間活力を活用し

課

た都市基盤の再生及び

ま

魅力ある土地利用
を推

ち

進する。

づくり

Ｃ

推

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

進

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

款 項 目 担当係 まちなか活性化係

8 4 8
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平成２６年度　刈谷市事務事業評価シート （様式１）

目

8

２６年度 ２８年度

44 44

※２６年度新規事業のため、事業概要のみを掲載（２５年度以前の実績、決算、内部評価なし）

平成３１年度

合計   　  ――――　 円

0

104,703

3,664

108,367

２５年度特定財源名称

―――――

0

0

0 104,703

44当地区における低未利用地率（％）

２６年度
（予算）

２５年度
事業費内訳

44

他市との
比較検証

刈谷市独自の事業である。

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0

0 0 0

２５年度迄の累積事業費

２７年度以降の事業費見込

0

0

職員人件費    ② 0 0

総事業費（①＋②） 0 0

一般財源 0 0 0

成果
指標

44

Ｄ
　
Ｏ

∧

実

施

∨

Ｂ

事

業

実

績

２３年度実績 ２４年度実績 ２５年度実績

指標名称（単位）
実績値

指標
――――――

事業費    ① 0 0

２３年度
（決算）

２４年度
（決算）

２５年度
（決算）

２６年度計画

―――――― ―――――― ――――――

・公募型プロポーザルの実施
・事業者の選定
・用地測量、物件査定の実施
・民有地の用地取得

成果
(できたこと)

――――――

課題
(できなか
ったこと)

――――――

目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円

財

源

特定財源

Ｐ
　
Ｌ
　
Ａ
　
Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

事

業

概

要

総合計画
施策体系

分野 都市環境分野

基本施策 市街地・住環境

施策の内容 計画的な土地利用

目

　
的

主
た
る
内
容

○銀座ＡＢ地区の整備改善に係る検討
（事業者の公募・選定、アドバイザー）
○移転対象物件調査
○建築物等の移転補償
○民有地の取得
○事業用定期借地制度による民間活力を
　活用した施設整備を行う。
○施設整備を行う民間事業者に対して補
　助を行う。

位
置
づ
け

関連計画 都市計画マスタープラン、中心市街地活性化基本計画

根拠法令

対象者 市民等 事業期間

実施方法 ■直営    ■委託    □指定管理    □補助・助成    □その他

　市有地と隣接する民有地において、中心市
街地としてふさわしい土地の高度有効利用の
推進を図るため、民間活力を活用した都市基
盤の再生及び魅力ある土地利用を推進する。

～

会計名

銀座ＡＢ地区整備事業

担当部 都市整備部

一般会計 担当課 まちづくり推進課

款 項 担当係 まちなか活性化係

8 4

平成２６年度
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平成２６年度　刈谷市事務事業評価シート （様式１）

目

8

２６年度 ２８年度

　　　　　― 94

※２６年度新規事業のため、事業概要のみを掲載（２５年度以前の実績、決算、内部評価なし）

3,800

職員人件費    ② 0 0 0 1,832

総事業費（①＋②） 0 0 0 17,032

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0
―――――

２７年度以降の事業費見込 0

　　　　　― 　　　　　―

・刈谷市において、５地区目の実施となる。
・県内における事業実施中地区数（平成26年4月30日現在）
　刈谷市２　岡崎市１　豊橋市２　名古屋市１　計４市６地区

財

源

特定財源 0 0 0 11,400

一般財源 0 0 0

２３年度
（決算）

２４年度
（決算）

２５年度
（決算）

２６年度
（予算）

２５年度
事業費内訳

事業費    ① 0 0 0 15,200
合計   　  ――――　 円

他市との
比較検証

実施方法 ■直営    □委託    □指定管理    ■補助・助成    □その他

Ｄ
　
Ｏ

∧

実

施

∨

Ｂ

事

業

実

績

２３年度実績 ２４年度実績 ２５年度実績 ２６年度計画

――――――

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度

―――――― ――――――

　調査設計、土地整備、建築工事
（共同施設）に対し、補助金を交付

成果
(できたこと)

――――――

課題
(できなか
ったこと)

――――――

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円

Ｐ
　
Ｌ
　
Ａ
　
Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

事

業

概

要

総合計画
施策体系

分野 都市環境分野

　老朽化した店舗兼県営住宅を取り壊し、住
商の再整備等による良好な市街地環境の一体
的かつ面的整備を推進することで、土地の有
効・高度利用を図り、まちなか居住の推進、
定住人口の増加を図る。

基本施策 市街地・住環境

施策の内容 計画的な土地利用

目

　
的

主
た
る
内
容

　民間事業者が行う優良建築物等のうち、共同
通路や空地等の整備補助
・補助内容：共同施設整備費の２／３
・施行箇所：東陽町三丁目
・事業区域面積：約０．１５ｈａ
・延床面積：約４，４００㎡
・建築構造：ＲＣ造　地上１４階
・建物構成：住宅（３９戸）
・完成予定：平成２８年１０月

位
置
づ
け

関連計画 都市計画マスタープラン、住宅マスタープラン

根拠法令 刈谷市優良再開発型優良建築物等整備事業補助金交付要綱

対象者 事業者 事業期間 平成２６年度 ～

指標
――――――

平成２８年度

会計名

東陽町地区優良建築物等整備事業

担当部 都市整備部

一般会計 担当課 まちづくり推進課

款 項 担当係

8 4

まちなか活性化係

成果
指標

建物建設によって増加する人口（人） 　　　　　―
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においても法に基づく事後評価を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,460 0 合計 1,459,500 円
委託料 1,459,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,460 0

職員人件費　② 0 0 2,104 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,564 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

 社会資本整備総合

事

交付金における刈谷駅

務

南

主
た
る
内
容

○都市再

事

生整備計画事業事後評

業

価の実施
地区整備計画

評

に位置づけられたエリ

価

アにおい ○今後のまち

シ

づくり方策の検討
て、

ー

整備計画の目標達成に

ト

むけた事後評価と
して

（

、事業効果を客観的に

様

検証し、結果を踏
まえ

式

効果を持続活用するよ

１

う今後のまちづく
りの

）

あり方を検討する。

位

会

置
づ
け

関連計画 都市計

計

画マスタープラン

根拠

名

法令 都市再生特別措置

担

法

対象者 対象者を限定

当

せず 事業期間 平成２５

部

年度 ～ 平成２６年度

実

都

施方法 ■直営　■委託

市

　□指定管理　□補助

整

・助成　□その他

備部

一般会計
都市再

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

生

３年度実績 ２４年度実

整

績 ２５年度実績 ２６年

備

度計画

　 　 ・事業効果

計

の客観的な検証評 ・推

画

計値で評価を実施した

検

指
　 　 価 標における確

討

定値の計測
　 　 ・持続

調

的な事業効果の確保に

査

　 　 向けたまちづくり

事

方策の検討
　　　――

業

――――― 　　　――

担

―――――

　関係各課

当

の担当者で構成した庁

課

内評価検討会や外部有

ま

識者で構成した評価委

ち

員会による検証及び住

づ

民意見の聴衆をする

成

く

果 ことにより、客観的

り

な検証をすることがで

推

きた。

(できたこと)

進

　検証結果を刈谷駅南

課

地区を含めた中心市街

款

地全体の今後まちづく

項

り方策の検討に活用し

目

ていく。
課題

(できな

担

か 

 ったこと)

指標

当

名称（単位）
実績値 目

係

標値

２３年度 ２４年度

総

２５年度 ２６年度 ２８

務

年度

活動 事後評価項目

係

検証達成率（％） ― ―

8

100 ― ―
指標
活動 庁

4

内検討会・評価委員会

1

の開催回数（回） ― ― 4 ― ―
指標

　各市町村
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　都市再生特別措置

平

法第47条の規定に基

成

づき実施している
・法

２

的業務
高い

。
必要性 ・

６

市民ニーズ、社会需要

年

・市民生活上必要であ

度

る　など

　関係各課の

　

担当者で構成した庁内

刈

検討会や外部有識者で

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

構成した外

事

部評価委員会を組織し

務

、意見を踏まえ業務を

事

実
効率性 ・執行体制の

業

効率性 施している。
・

評

手段の最適性　など

　

価

社会資本整備総合交付

シ

金における計画評価で

ー

あるため、
・市が主体

ト

となって実施する
高い

（

市が主体となって実施

様

する必要がある。
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

・総合計画との整合性

）

　など

　都市再生整備

会

計画事業の効果を検証

計

し、今後のまちづく

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
普通

りに活かしてい

当

くことは、施策への貢

部

献がある。
・目標達成

都

度
貢献度 ・市民サービ

市

スへの効果　など

今後

整

の方向性 □拡充　□現

備

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　都

般

市再生整備計画事業の

会

効果を持続活用し、さ

計

らに中心市街地全体へ

都

波及させるよう、今後

市

のまちづくり方策を検

再

討していく。

生整備計

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　

画

Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　

検

価
　
∨

討調査事業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 総務係

8 4 1
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《小垣江町北部地区》関係地権者へのアンケート調査結果を踏まえ、整備方針検討や整備課題を整理することができた。

《依佐美地区》関係機関等との協議調整、関係権利者の合意形成を図るため、事業規模及び地区の整備方針等を検討する
課題

必要がある。
(できなか 

《小垣江町北部地区》関係機関等との協議調整、関係権利者の合意形成を図るため、地区の課題に対する対策等を検討す
 ったこと)

る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 刈谷市人口（人） 145,970 146,690 147,365 153,000 155,000
指標
成果 製造品出荷額等（億円）（※平成25年度実績は平成 14,220 15,189 ― 17,100 17,300
指標 27年2月頃確定予定）

　刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,290 11,400 合計 6,289,500 円
委託料 6,289,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一

Ｄ

般財源 0 0 6,290

　

11,400

職員人件

　

費　② 0 0 4,909

　

5,129

総事業費（

Ｏ

①＋②） 0 0 11,1

　

99 16,529

建
設

　

事
業

全体事業費（単位

∧

：千円） 0 ２５年度特

　

定財源名称

２５年度迄

　

の累積事業費 0

２７年

実

度以降の事業費見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 都市環境

基本施策

　

市街地・住環境
施策体

刈

系
施策の内容 計画的な

谷

土地利用

目
　
　
　
的

　

市

都市計画マスタープラ

事

ンに拡大市街地とし

主

務

た
る
内
容

○整備手法検

事

討調査
て位置づけた地

業

区において、住工混在

評

地区の ○自然環境調査

価

工場移転や新規産業立

シ

地のため工業系新市街

ー

○土地利用履歴調査
地

ト

を創出する。また、増

（

加する人口の定住化 ○

様

企業需要調査
を促進す

式

るため住居系新市街地

１

を創出する。 ○事業計

）

画素案作成
　　 ○事

会

業化検討調査
○基本計

計

画作成
○地形用地測量

名

○予備設計
○都市計画

担

決定図書作成　

位
置
づ

当

け

関連計画 都市計画マ

部

スタープラン

根拠法令

都

都市計画法

対象者 地元

市

関係者、関係権利者 事

整

業期間 平成２２年度 ～

備

実施方法 ■直営　■委

部

託　□指定管理　□補

一

助・助成　□その他

般会計
拡大市街地整

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

備

２３年度実績 ２４年度

事

実績 ２５年度実績 ２６

業

年度計画

　　　―――

担

―――― (住居系拡大

当

市街地整備事業で(住

課

居系拡大市街地整備事

ま

業、《依佐美地区》
(

ち

市街地整備促進事業で

づ

実施) 実施) 工業系拡

く

大市街地整備事業を ・

り

事業計画素案作成
≪依

推

佐美地区≫ 《依佐美地

進

区》 統合) 《小垣江町

課

北部地区》
・新市街地

款

拡大に向けての事 ・事

項

業手法、合意形成方法

目

検 《依佐美地区》 ・事

担

業化検討調査
業手法の

当

検討 討 ・自然環境調査

係

《小垣江町北部地区》

土

・土地履歴利用調査
・

地

関係権利者へのアンケ

利

ート ・企業需要調査
調

用

査実施 《小垣江町北部

計

地区》
・整備手法検討

画

調査

《依佐美地区》当

係

面必要な事業規模の設

8

定に必要となる工業用

4

地需要と事業費への影

1

響に係る自然環境等を調査すること

成果 ができた。

(できたこと)
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後も増加する人口

平

の定住化の促進や活発

成

な産業活動を
・法的業

２

務
高い

支えるために、

６

新市街地創出により生

年

み出される土地に対
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

　

会需要 するニーズは高

刈

い。
・市民生活上必要

谷

である　など

　まちづ

市

くりの早期実現に向け

事

ては、権利者、関係者

務

と共
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

に効率

業

的に進めることが必要

評

である。 
効率性 ・執

価

行体制の効率性
・手段

シ

の最適性　など

　第7

ー

次総合計画及び第3次

ト

都市計画マスタープラ

（

ンに位置
・市が主体と

様

なって実施する
高い

づ

式

けられた本市の目指す

２

べき都市構造を実現す

）

るための、
妥当性 　べ

会

き事業であるか 必要性

計

の高い事業である。ま

名

た、まちづくりを円滑

担

に進め
・総合計画との

当

整合性　など るには、

部

まちづくりの情報提供

都

や専門知識など市の主

市

体的
な関与が必要であ

整

る。
　目指すべきまち

備

づくりの方向性に合致

部

した事業計画を検

施策

一

への ・施策への貢献度

般

高い
討することは、施

会

策への貢献度が高い。

計

・目標達成度
貢献度 ・

拡

市民サービスへの効果

大

　など

今後の方向性 □

市

拡充　■現状維持　□

街

改善・効率化　□縮小

地

　□終期設定　□休止

整

・廃止

　本市が目指す

備

将来のまちづくりの方

事

向性を見据え、都市計

業

画の構想段階として新

担

市街地の創出の検討、

当

調査を行い
、関係権利

課

者との合意形成を図り

ま

ながら今後も進めてい

ち

く必要がある。 

づくり推

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

進

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　

課

評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 土地利用計画係

8 4 1
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 976 4,732 2,259 1,376 合計 2,259,160 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,257,500 円

一般財源 976 4,732 2,259 1,376

職員人件費　② 1,795 1,768 1,753 1,832

総事業費（①＋②） 2,771 6,500 4,012 3,208

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

　都市計画基礎調査は

事

、都市計画法第6条に

務

基

主
た
る
内
容

○愛知県

事

都市計画基礎調査要綱

業

に規定された
づき都市

評

計画区域について、お

価

おむね五年ご 調査項目

シ

とに調査を行い、人口

ー

、産業、土地利用、交

ト

・調査区
通量などの現

（

状及び将来の見通しを

様

定期的に ・人口規模
把

式

握する。 ・土地利用
・

１

建築物の用途、構造、

）

建築面積及び面積
・宅

会

地開発の状況及び建築

計

の動態

位
置
づ
け

関連計

名

画 都市計画マスタープ

担

ラン

根拠法令 都市計画

当

法

対象者 対象者を限定

部

せず 事業期間 昭和４８

都

年度 ～

実施方法 ■直営

市

　■委託　□指定管理

整

　□補助・助成　□そ

備

の他

部

一般会計
都市計

Ｂ
　
事
　
業
　

画

実
　
績

２３年度実績 ２

基

４年度実績 ２５年度実

礎

績 ２６年度計画

・調査

調

区（調査ゾーン）設定

査

・建物利用現況調査 ・

事

土地利用現況（土地利

業

用別 ・宅地開発状況調

担

査
・人口及び世帯規模

当

調査 ・地区別新築状況

課

調査 面積）調査 ・市街

ま

化調整区域内開発状況

ち

調査

　市街化区域及び

づ

市街化想定区域の土地

く

利用現況を把握するこ

り

とができた。

成果

(で

推

きたこと)

　本市の現

進

状などを調査した都市

課

計画基礎調査は、まち

款

づくりの検討に活用し

項

ていく必要がある。
課

目

題

(できなか 

 った

担

こと)

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２３年

係

度 ２４年度 ２５年度 ２

土

６年度 ２８年度

活動 調

地

査進捗率（％）（調査

利

期間：平成23年度～

用

平成26 29 57 71

計

100 ―
指標 年度）

　

画

――――――
指標

　県

係

内市町村は、愛知県都

8

市計画基礎調査要綱に

4

規定された同一の調査

1

項目を調査している。
他市との
比較検証
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　都市計画法第6条

平

第1項に基づき、都市

成

計画に関する基礎
・法

２

的業務
高い

調査として

６

実施している。
必要性

年

・市民ニーズ、社会需

度

要
・市民生活上必要で

　

ある　など

　都市計画

刈

法第6条第1項に基づ

谷

き、人口規模、産業分

市

類別
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

の職業

務

人口規模、市街地の面

事

積、土地利用、交通量

業

、その
効率性 ・執行体

評

制の効率性 他の事項に

価

関する現況及び将来の

シ

見通しについての調査

ー

を
・手段の最適性　な

ト

ど 、概ね5年ごとに行

（

っている。

　都市計画

様

法第6条第3項に基づ

式

き、必要に応じた調査

２

内容
・市が主体となっ

）

て実施する
高い

につい

会

て、県より依頼されて

計

実施している。
妥当性

名

　べき事業であるか
・

担

総合計画との整合性　

当

など

　都市計画基礎調

部

査を活用し、まちづく

都

りの検討材料とす

施策

市

への ・施策への貢献度

整

普通
ることは、施策へ

備

の貢献がある。
・目標

部

達成度
貢献度 ・市民サ

一

ービスへの効果　など

般

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

都

期設定　□休止・廃止

市

　都市計画基礎調査で

計

把握した本市の現状や

画

動向を、まちづくりの

基

検討に活用していく。

礎調査事

Ｃ

　
Ｈ

業

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　

担

∧
　
評
　
価
　
∨

当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 土地利用計画係

8 4 1
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